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既存のライフサイクルインパクトアセスメント(LCIA)における生物多様性・生態系サービスの評価は，

生物の絶滅リスクに基づく評価などが主である．したがって，ライフサイクル全体に関わる土地の改変や

占有によって消失する生物多様性・生態系サービスへの影響を網羅的かつ定量的に評価するための手法構

築は未だ十分検討されていない．そこで本研究では，木造住宅と鉄骨住宅に着目し，はじめにライフサイ

クル全体における土地の改変や建物の占有による土地利用への影響面積を推計した．次に，既存研究で示

された生物多様性および生態系サービスの重要度と環境経済評価の結果を活用し，生物多様性や生態系サ

ービスを網羅的に評価することが可能な LCIA の評価方法の構築に向けた基礎的な検討を行った． 
 
キーワード：ライフサイクルアセスメント（LCA）, ライフサイクルインパクトアセスメント

(LCIA), 仮想市場法（CVM）, 生態系サービス 
 
 
1. はじめに 
 
 2010年は国連により「国際生物多様性年」に定められ，

名古屋市では生物多様性条約第 10 回締約国会議

（COP10）が開催されるなど生物多様性の保全に関連し

た取り組みが国内外において活発化している．また，国

連が主導したミレニアム生態系評価報告書 1）で，人間福

利と生態系サービスとの関係が示されたことを契機とし

て，近年，生態系サービス評価の重要性も認識されつつ

あり，定量評価に向けた調査や学術的研究が世界各地で

活発に行われている 2）3）4）5）．この生態系サービスとは，

我々が生態系から享受しているサービスであり，食料，

燃料，木材などの供給サービス，大気や水の浄化などの

調整サービス，精神的充足やレクリエーションなどの文

化的サービス，上記3つのサービスの供給を支える基盤

となる土壌形成，栄養循環などの基盤サービスの4つに

分類される 1）． 
このような背景を受けて，近年，製品やサービスの環

境影響を総合的に評価するライフサイクルインパクトア

セスメント（LCIA）の分野では，土地の改変や占有等に

伴う土地利用への影響や，絶滅危惧種への影響を考慮し

た評価手法について検討され，生物多様性・生態系サー

ビスをLCIAに取り込む動きが活発化している．例えば，

既存研究 6）7）8）9）では，土地利用の影響評価に向けた検

討や土地利用指標(Land Use Indicator) による影響評価手

法の検討などがなされているが，生態系サービスの評価

には至っていない．また生物多様性への影響に関しては，

被害算定型環境影響評価手法(LIME: Life-cycle Impact 
assessment Method based on Endpoint modeling)で有害物質

の暴露や生物種の絶滅リスクを基に評価 10）を行ってい

る．Eco-Indicator9911）では生物種の消失割合や影響を受

ける生物種の割合を基に生物多様性の評価を行っている． 
上述のように LCIA に関する既存研究では，土地利用

への影響評価の検討や，生物の絶滅リスクに基づく評価

などが中心に行われているが，広範に及ぶ生物多様性や

生態系サービスへの影響を網羅的に検討する取組みは，

筆者らの知る限りほとんどない．したがって，ライフサ

イクル全体に関わる土地の改変や占有によって消失する

生態系サービスへの影響を定量的に評価するための手法

の構築が重要となっている．特に製品等を製造するため

の原材料調達時の土地改変に伴う生態系サービスへの影

響や，生産工場等の建物の占有による影響，原油や天然

ガスなどの燃料の採取時の土地への影響などに対し，自

然生態系の種類に応じて，各生態系サービスへの影響を



社会技術研究論文集 Vol.12, 34-42, April 2015 
 

35 

総合的に評価するための手法構築が今後重要となる． 
そこで本研究では，はじめに製品等のライフサイクル

全体における土地の改変や建物の占有に伴う土地利用へ

の影響を，自然環境の種類別に面積ベースで把握する．

次に，既存研究で示された生物多様性・生態系サービス

の環境経済評価の結果を活用し，生物多様性や生態系サ

ービスを網羅的に評価することが可能な LCIA の評価方

法の構築に向けた基礎的な検討を行う．具体的には，国

産材を使用した木造住宅と鉄骨住宅（S 造）を対象とし

て，LCAのインベントリーを作成した後，影響を受ける

主要な自然生態系の面積を算出する．次に，算出した影

響面積に各生態系サービスの単位面積あたりの経済価値

を乗じて外部費用を算出し，LCIA による評価に向けた

基礎的な検討を行い，今後の課題について考察した． 
 

 

2. 研究の方法 
 
2.1. 研究の実施方法 
本研究は，以下の手順で実施した．はじめに国産材を

使用した木造住宅と鉄骨住宅のライフサイクルを通じた

資源消費量や排出物質の排出量を整理した．次いで，ラ

イフサイクルごとに，自然生態系の種類別の土地改変面

積や占有面積を推計した．さらに，既存研究 12）13）14）で

推計された各生態系サービスの重要度および生物多様

性・生態系サービス（ここでは愛知県豊田市の森林と愛

知県西尾市の干潟）の経済評価結果を基に，森林や干潟

の単位面積あたりの経済価値を本研究で活用した．最後

に，推計した土地の影響面積に，単位面積あたりの生物

多様性・生態系サービスの経済価値を乗じ，新たなLCIA
による評価方法を検討した． 
特に土地利用や自然生態系別に生態系サービスへの影

響を整理した生態系サービスインベントリーの概念は以

前より提唱されてきた 15）が，近年は定量的に評価する方

法として，生態系サービスの物理量を個別に把握する方法
16）や，環境経済学の分野で経済評価する方法 17）などが行

われてきた．ただし，これら従来の手法は，LCIAへの応

用を念頭におき，特定の場所の自然生態系の生態系サービ

スを網羅的に評価する取り組みはあまり行われていない．

したがって，本研究では多くの生態系サービス（森林 36
種類，干潟 21 種類）を対象とし，既存研究 12）13）14）で推

計された各生物多様性・生態系サービスの重要度や経済価

値を活用し，金銭評価によるLCIAの総合評価方法を検討

した．なお，本来であれば，生産プロセスから発生する水

質汚染などによる生物多様性・生態系サービスの質の低下

や劣化なども評価すべきであるが，この関係性について既

存研究で十分に明らかにされていないため，本研究ではこ

れについては考慮せず，今後の課題とした． 

2.2. 木造住宅と鉄骨住宅の概要 
 鉄骨および木造住宅は国産材による建設を想定し，国

内の森林を伐採した後，国内の製材所で丸太を加工し，

住宅の建設現場まで 2t トラックで輸送することを想定

した．住宅建設の共通の材料となる鋼材と骨材は，鉄鉱

石をオーストラリアから輸入して国内の製鉄所で鋼材を

製造し，セメントの原材料となる石灰石や骨材・石材は

国内産を使用して国内の工場で製造することとした i)． 
住宅の使用期間は30年間ⅱ)とし，住宅解体後の木質廃材

は木質バイオマス発電所，廃鉄骨はリサイクルセンターで

リサイクルされ，その他の建築廃材は最終処分場で埋め立

てることとした．これらの設定条件は愛知県豊田市での現

地調査や林業関係者，住宅メーカーへのインタビュー調査

などに基づいて設定した．また，原油や石炭などのエネル

ギーに関しても，油田や炭鉱などの採掘場所の自然環境に

影響を与えていると考えられることから，JEMAI-LCA Pro 
ver. 2.1.1 のデータを基に各ライフサイクルのエネルギー利

用量を推計し，土地利用別の影響も考慮することとした． 
 
2.3. 土地利用の設定 
 生態系サービスを評価する際に，海域や陸域などの土

地の自然生態系の違いによって，その生態系サービス量

は大きく変化する．本研究では原材料の調達における土

地利用別への影響や，工場建設・立地による土地の占有

による影響について，名古屋市を中心とした周辺エリア

の土地利用を参考として，仮想的なシナリオを設定した． 
原料採取段階では，Rio Tintoのホームページの情報を

基に鋼材の原材料となる鉄鉱石はオーストラリアの

Pilbara地域の鉱山から採掘することとし，周辺環境が砂

漠地帯であることから影響を受ける土地の自然生態系は

主に砂漠と設定した． 
また石灰石や骨材・石材は国内の鉱山から採掘するこ

ととし，森林を伐採して採掘することを想定した．製材

は，日本の森林（愛知県豊田市の森林を想定）を皆伐し

て作られた国産材を使用することとし，植林はしないシ

ナリオを想定した． 
製造段階では，製鉄所とセメント工場の両方が，国内

の干潟（愛知県三河湾の干潟と同等と想定）の埋立地に

建設されたこととした．製材所は，国産材は国内の森林

を伐採して建設されたこととした． 
使用段階では，住宅地は都市内の空地で建設されたこ

ととし，特に土地利用への影響は無いとした． 
廃棄段階では，木質バイオマス発電所が空地に建設さ

れることと仮定し，建築廃材を処分する最終処分場と鉄

骨廃材をリサイクルするリサイクルセンターは干潟を埋

め立てて建設されたものとした．これらの設定条件は，

愛知県豊田市の林業関係者や製鉄所関係者，住宅メーカ

ーなどへのインタビュー調査に基づいて設定した． 
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Fig. 1 に本研究で設定したライフサイクル別の物質フ

ローとシステム境界および影響を受ける土地利用を示す． 
 

 

Fig. 1 本研究で設定したライフサイクル別の物質フローとシス

テム境界および土地利用区分 

 
2.4. 基本条件の設定 
 各住宅別の使用材料は国土交通省のデータ 18）を基に

設定した（Table 1）．木造住宅と鉄骨住宅を比較評価する

ための基準となる機能単位ⅲ)は，住宅の使用年数を30年
間とし，各住宅の床面積は単位面積である1m2と設定し

た．輸送距離は日本建築学会のデータ 19）を参考としてオ

ーストラリアから日本までのバルカー船の運搬距離を

6,722kmと設定した．また，日本建築学会のデータ 19）を

参考としてトラックはすべて2tトラックとし，その輸送

距離は国内外の総走行距離を200kmと仮に設定した． 
一方，燃料・エネルギーは原油，電力，天然ガス，石

炭を想定した．Table 2に示すように，各燃料・エネルギ

ーの生産にあたり，沿岸域の埋め立てや海域でのガス田

開発などにより，土地に悪影響を与えることを想定した．

次に，（社）産業環境管理協会の LCA ソフトである

JEMAI-LCA Pro ver. 2.1.1のデータや各種資料を基に，各

ライフサイクルにおける燃料・エネルギー消費の原単位

を推計した（Table 3）． 
 

Table 1 木造および鉄骨住宅の床面積あたりの資材利用量 

単位 木造住宅 鉄骨住宅

セメント kg/m
2 81 141

骨材・石材 m3/m2 0.391 0.659

木材 m3/m2 0.220 0.007

鋼材 kg/m2 14 129  
 

Table 2 燃料別の土地利用区分の設定条件 

燃料 原油 電力 天然ガス 石炭

国 サウジアラビア 日本 オーストラリア オーストラリア

場所・影響を受
ける土地環境

油田・砂漠地
帯

火力発電所・
干潟（埋立地）

ガス田・海域
鉱山・砂漠地

帯

影響
油田開発によ

る影響
沿岸域の埋立

による影響
ガス田開発に

よる影響
炭鉱開発によ

る影響  

Table 3 各ライフサイクルにおける燃料・エネルギー消費の原単位 

項目
電力
(kWh)

原油
(kg)

天然ガス
(kg)

石炭
(kg)

参考文献

製鉄所
（銑鉄1kg）

0.062 1.7E-03 0.71
JEMAI-LCA Pro ver.2.1.1
(コークスは石炭量に換算)

セメント工場
（セメント1kg）

0.038 0.050 0.11

・（社団法人  セメント協会，2009）
を基に原料採取のエネルギーを差
し引いて産出
・石油コークスとC重油はJEMAI-
LCA Pro ver.2.1.1より原油に換算

製材工場

(丸太1m
3) 0.23 2.5 日本建築学会，2006

住宅建設(1m
2) 33.25 24.08 3.09 0.25 日本建築学会，2006

住宅使用

(1m
2
・30年) 1863.6 234.8 144.4 日本建築学会，2006

解体搬出(1m
2) 5.87 日本LCAフォーラムデータベース

鋼材リサイクル（1kg) 0.35 片山ら，1996

バイオマス発電
（木材の直接燃焼：

木材1kg）
0.29 全国林業改良普及協会編，2001

原油(1kg) 2.0E-03 0.012 0.018 JEMAI-LCA Pro ver.2.1.1

電力(LNG火力発
電)(1kWh)

0.018 JEMAI-LCA Pro ver.2.1.1

天然ガス(1kg) 0.148 JEMAI-LCA Pro ver.2.1.1

石炭(1kg) 1.5E-02 3.7E-03 5.7E-05 JEMAI-LCA Pro ver.2.1.1

生
産

使
用

リ
サ
イ
ク
ル

投
入
燃
料

鉄鉱石採掘
（1kg）

2.5E-03 1.1E-02 3.4E-04 3.0E-03 JEMAI-LCA Pro ver.2.1.1

骨材・石材採掘

（1m
3
）

2.5E-03 4.0E-04
JEMAI-LCA Pro ver.2.1.1
(硅石のデータを使用)

原
料
採
取

石灰石採掘
（1kg）

2.5E-03 4.0E-04 JEMAI-LCA Pro ver.2.1.1

国内森林伐採

（1m
3
）

8.89 日本建築学会，2006

 
 
2.5. 土地の影響面積の原単位の推計 
 ライフサイクルごとの影響面積を推計するために，既

存研究のデータ 9）11）を基に，建築材料の採取時や，工場・

リサイクル関連施設の占有，各燃料・エネルギーの採取

時に影響を与える土地の影響面積の算出を行った（Table 
4）．建築材料や燃料は基本的に可採埋蔵量と採掘・採取

面積のデータが公開されているものを参考として推計し

た． 
 また，工場などの施設の占有による影響面積は，敷地 
面積や総生産量のデータ（年間の生産量と耐用年数から

算定）から推計した．しかしながら，製鉄所や製材所な

どの耐用年数の設定が困難であったため，本研究では基

本的に 100 年間使用するものと仮定ⅳ)し，製鉄所やセメ

ント工場などに関しては，インタビュー調査などを通し

てその妥当性について一部確認をした．軽油や灯油，重

油の原油換算に関しては，原油の精製までの間接分を含

めた原油消費量を推計し，製造される軽油や重油の発熱

量を用いて，各製品（軽油や灯油など）への配分量（原

油消費量）を計算し原油換算を行った．また，30年間の

住宅使用に係る燃料消費量に関しては，社団法人日本建

築学会で提供されている戸建住宅用 LCA ツールを用い

て木造住宅と鉄骨住宅の使用エネルギーを推計した結果，

ほぼ同じ結果であったため，断熱仕様等は同等と仮定し，

同じ燃料消費量とした． 
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3. 推計結果と考察 
 
3.1. 土地利用別影響面積の推計 
 各ライフサイクルの原材料や燃料の使用量を推計し，

Table 4の原単位を乗じて影響面積を推計した（Table 5）． 
 その結果，オーストラリアのガス田（海域）の影響面

積が最も大きく，木造住宅と鉄骨住宅の機能単位（使用

年数30年間で住宅の床面積1m2）あたりの各土地への総

影響面積はいずれも約68.8m2となり，最も大きい結果と

なった．国内の森林への影響面積を見ると，木造住宅は

木材使用量が多いことから国内の森林影響面積を合計し

た場合，15.3 m2となり，鉄骨住宅の0.66 m2と比較した

場合，木造住宅の方が14.64 m2影響面積が大きい結果と

なった．国内の干潟の影響面積に関しては，木造住宅が

4.06 m2，鉄骨住宅が18.0 m2となり，鉄骨住宅の方が大

きい結果となった．またTable 5の原材料，土地占有，使

用エネルギー別に合計した各土地利用の総影響面積と差（木

造住宅－鉄骨住宅）をTable 6 に示す．その結果，原材料に

おける木造住宅と鉄骨住宅の森林面積の総影響面積の差

は14.7m2となった．土地占有では干潟の総影響面積が－

13.9 m2となった．使用エネルギーに関しては，ほとんど

差はみられなかった．しかしながら，土地利用別に生物

多様性や生態系サービス量は異なるため，これら影響面

積の比較は面的な影響量を比較しているに過ぎないこと

に注意する必要がある． 
 

 
 

3.2. 森林と干潟の単位面積あたりの各生態系サービスの

経済価値の整理 
 生態系サービスを定量評価する手法として物理量や貨

幣換算された価値で示すなどの手法が考えられるが，現

在のところ，統一的な手法は未だ確立されていない．し

たがって，筆者らは，インターネットによるアンケート

調査を実施し，愛知県豊田市足助地区の森林における各

Table 6 原材料，土地占有，使用エネルギー 

における各土地利用の総影響面積の比較 

原材料

森林の
総影響面積

(m
2
)

森林の
総影響面積

(m
2
)

干潟の
総影響面積

(m
2
)

干潟の
総影響面積

(m
2
)

海域の
総影響面積

(m
2
)

木造住宅 15.3 0.012 4.1 4.9E-04 68.81
鉄骨住宅 0.66 3.7E-04 18.0 5.0E-04 68.83

差
（木造-鉄骨）

14.7 0.011 -13.9 -1.3E-05 -0.03

土地占有 使用エネルギー

 

Table 4 単位量あたりの土地の影響面積の推計結果 

セメント１ｋｇの
生産に必要な
石灰石量(kg)
および影響面

積の推計

1.1E-03 m
2
/kg

鋼材リサイク
ル工場の影響
（占有）面積の

推計

6.2E-04 m
2
/kg

骨材１ｋｇが与
える影響面積

の推計
4.0E-04 m

2
/kg

木廃材の燃焼
の火力発電所
の影響（占有）
面積の推計

3.6E-06 m
2
/kg

木材１m
3
が与

える影響面積
の推計

69.20 m
2
/m

3

建築廃材の埋
め立てによる
影響（占有）面

積の推計

0.095 m
2
/m

3

鋼材1kgが与え
る影響面積の

推計
2.3E-05 m

2
/kg

原油(1kg)の影
響面積の推計

2.0E-04 m
2
/kg

製鉄所の単位
重量あたりの
影響（占有）面

積の推計

1.0E-05 m
2
/kg

LNG火力電力
(1kWh)の影響
面積の推計

2.6E-07 m
2
/kWh

セメント工場の
単位重量あた
りの影響（占
有）面積の推

計

7.9E-07 m
2
/kg

天然ガス(1kg)
の影響面積の

推計
0.47 m

2
/kg

製材所の単位
体積あたりの
影響（占有）面

積の推計

0.026 m
2
/m

3 石炭(1kg)の影
響面積の推計

7.5E-04 m
2
/kg

生
産
段
階
の
土
地
占
有
面
積

新日本製鐵株式会社の公表データによると、名古屋製鉄所の
敷地面積は623万m²で、粗鋼生産量が年間約600万tとなって
いる。ここで、製鉄所が100年間操業すると仮定した場合、鉄

鉱石の単位重量あたりの面積は1.0E-05m
2
となる。

推計方法 換算係数

「日本建築学会（2006）」によると、製材１ｍ
３
を製造するのに必

要な立木は2.8m
3
と報告されており、山林の蓄積量は立木換

算で404.6m
3
/ha (4.0E-02m

3
/m

2
)であることから、1m

3
あたりの

影響面積は69.2m
2
となる。

出島埋立地区廃棄物処分場は、面積約18haで、

埋立容量が約190万m
3
であることから、単位体積

あたりの影響面積は0.095m
2
となる。

サウジアラビアのガワール油田は、面積約

2,000km
2
で可採埋蔵量700億バレルであるため、

原油の比重を0.9として、単位重量あたりの影響面

積2.0E-04m
2
となる。

鉄鉱石の総埋蔵量を採掘エリア総面積で除して推計した。リ
オティントが所有するPilbara地域にある鉱山Mount Tom Price

は、面積が12km
2
であり、埋蔵量が900Mtとなっている。した

がって、単位埋蔵量あたりの採掘面積は、1.3E-05m
2
/kgとな

る。また、「大和久（1984）」および「JEMAI-LCA Pro ver.2.1.1」
によると粗鋼１tの生産に鉄鉱石約1.74tが必要であるため、鋼

材1kgあたりの影響面積は、2.3E-05m
2
となる。

燃
料
採
取
に
よ
る
影
響
面
積

推計項目 推計方法 換算係数 推計項目

リ
サ
イ
ク
ル
関
連
施
設
の

土
地
占
有
面
積

川越火力発電所によると敷地面積が108万m
2
で、

最大出力が480.2万kWhであるため、100年間稼動
すると仮定した場合、単位電力あたりの影響面積

は2.6E-07m
2
となる。

住友大阪セメント(株)岐阜工場のセメント工場は、敷地面積約

112,500m
2
で、毎年143万tを生産している。ここで、セメント工

場が100年間操業すると仮定した場合、セメントの単位重量あ

たりの面積は7.9E-07m
2
となる。

オーストラリアのビクトリア州オッタウェー堆積盆沖
合い約30 Kmにあるカジノガス田開発では、鉱区

面積が2,519 Km
2
で、LNG換算で540万tの埋蔵量

を保有している。従って、単位重量あたりの面積は

0.47m
2
となる。

飛騨高山森林組合へのヒアリングにより、製材所の面積は土

場も含めて2haの面積で、年間21,000m
3
の丸太を加工してい

る。ここで、製材所が100年間操業すると仮定した場合、丸太

の単位体積あたりの影響面積は0.026m
2
となる。また、歩留り

を考慮して0.36を除算している。

オーストラリアのカルーナ地域は、面積が約1.5万

km
2
で、石炭埋蔵量が200億tと報告されている。し

たがって、単位重量あたりの影響面積は7.5E-

04m
2
となる。

建
築
材
料
の
影
響
面
積

「社団法人セメント協会(2009）」によると、セメント製造の際に
1.12倍の石灰石を利用していることから、セメント量に1.12倍し
て石灰石量を算出した。石灰石採掘による影響面積は、鉱区
面積と可採鉱量のデータを公表している戸髙鉱山（石灰石生
産量2位）のデータを基に換算した。鉱区面積は22万7000ａで、
可採鉱量(200年)が20億tであるため、1kgあたりの影響面積は

1.1E-03m
2
となる。

巖本金属株式会社へのヒアリングにより、総敷地

面積4967万m
2
で年間約80万tの鉄をリサイクルし

ていることから、100年間操業すると仮定した場合、

単位重量あたりの影響面積は6.2E-04m
2
となる。

「大塚ら(2001）」によると、岩手県内の可採資源埋蔵量は

555,750万t/m
2
で、面積が2,223km

2
であることから、1kgあたり

の影響面積は4.0E-04m
2
となる。

能代木質バイオマス発電所では、総敷地面積

6,000坪（19,834.7m
2
）に対して、54,360t/年の木廃

材を処理していることから、100年間操業すると仮
定した場合、単位重量あたりの影響面積は3.6E-

06m
2
となる。
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生態系サービスの物理量を可能な限り示しつつ，その機

能や役割を説明し，0 から 100 の重要度で各生態系サー

ビスを評価してもらい，重要度を算出した．また，CVM
を用いて森林の経済価値を評価し，算出した重要度の値

を基に各生態系サービスの経済価値を推計した 13）20）21）． 
一方，干潟（沿岸域）に関しても愛知県西尾市の一色

干潟を対象として，インターネットによるアンケート調

査を実施し，各生態系サービスの重要度（10段階評価）

を同様に算出するとともに，CVM に基づく経済価値評

価 12）14）を実施し，干潟の各生態系サービスの経済価値

を推計した．砂漠地帯における油田開発や炭鉱開発，海

域でのガス田開発による土地への影響については，

Costanzaら 2）の結果を用いて単位面積あたりの各生態系

サービスの経済価値を算定し，これらをTable 7に整理し

た．海域に関しては本研究ではWRI 1）の生態系サービス

の分類に基づいているが，Costanza ら 2）は文化サービス

を一つの項目として纏めており，審美的価値，環境教育，

神秘的価値，科学的価値を対象としていることから，文

化サービスの評価結果をこれらの項目で按分して便宜的

に用いることとした．また砂漠の生物多様性・生態系サ

ービスに関しては評価を行っている既存研究が無いこと

から今回は評価していない．以上より，単位面積あたり

の各生態系サービスの経済価値を用いて木造住宅と鉄骨

住宅の土地利用別の総合評価を行った． 
 

3.3. 森林と干潟の機能単位あたりの各生態系サービスの

影響評価結果と考察 
 森林と干潟の各生態系サービスの損失価値の推計結果

をTable 8に示す．その結果，木造住宅の森林の総経済損

失額は 53,616 円となり，鉄骨住宅の総額 2,322 円と比較

して森林の損失額が非常に大きい結果となった．この理

由として，今回のシナリオでは，各ライフサイクルにお

いて森林は伐採されるのみで植林などによるオフセット

や再造林，放置による二次林の成立などを想定していな

い．したがって，今回の評価では木材の使用量が多く，

かつ経済価値の高い森林の影響面積が大きい木造住宅の

方が損失額は大きくなる結果となった． 
一方，干潟への影響に関しては，木造住宅が合計9,899

円，鉄骨住宅が43,888円となり，干潟や沿岸域に建設さ

れた発電所や製鉄所などの土地占有による影響が大きく

影響し，鉄骨住宅の方が生態系サービスの損失額が大き

い結果となった． 

Table 5 木造住宅と鉄骨住宅の土地利用区分別影響面積の推計結果 

森林（山）
・日本

森林（山）
・日本

森林（山）
・日本

森林（山）
・日本

森林（山）
・日本

森林（山）
・日本

木造 鉄骨 木造 鉄骨 木造 鉄骨 木造 鉄骨 木造 鉄骨 木造 鉄骨 木造 鉄骨 木造 鉄骨 木造 鉄骨 木造 鉄骨

2.98E-04 2.75E-03 0.10 0.18 15.2 0.48 0.012 3.70E-04 4.1 18.0 1.0 1.0 4.89E-04 5.02E-04 54.4 55.1 68.8 68.8 6.7E-03 0.012

利用・採掘量
（kg, kWh）

90.7 157.9 0.22 0.39 0.036 0.062

影響面積（m
2
） 0.10 0.18 5.71E-08 9.93E-08 0.032 0.056

利用・採掘量
（kg, kWh）

0.39 0.66 9.6E-04 1.6E-03 1.5E-04 2.6E-04

影響面積（m
2
） 1.56E-04 2.64E-04 2.5E-10 4.1E-10 3.1E-05 5.2E-05

利用・伐採量（m
3
） 0.22 7.0E-03 2.2E-01 7.0E-03 1.957 0.062

影響面積（m
2
） 15.2 0.48 5.82E-03 1.85E-04 0.39 0.012

利用・採掘量
（kg, kWh）

14 129 0.035 0.33 0.15 1.36 4.7E-03 0.043 0.042 0.39

影響面積（m
2
） 2.98E-04 2.75E-03 9.1E-09 8.4E-08 0.03 0.27 2.2E-03 0.020 3.2E-05 2.9E-04

生産量
（kg, kWh）

14 129 0.87 8.02 0.024 0.22

影響面積

（m
2
）

1.45 13.39 2.2E-07 2.1E-06 4.8E-03 0.044

生産量
（kg, kWh）

81 141 3.07 5.34 4.01 6.98 8.52 14.83

影響面積

（m
2
）

6.37E-05 1.11E-04 7.9E-07 1.4E-06 0.80 1.39 6.39E-03 0.011

貯蓄量

（m
3
, kWh）

0.220 0.007 0.051 0.0016 0.55 0.018

影響面積

（m
2
）

5.8E-03 1.9E-04 1.3E-08 4.2E-10 0.11 0.0035

エネルギー消費量

（kg/m
2
, kWh/m

2
）

影響面積（m
2
） 1.0 1.0

エネルギー消費量

(kg/m
2
・30年,

kWh/m
2
・30年)

影響面積（m
2
）

解体搬出(m
2)

影響面積（m
2
）

鋼材リサイクル量
（kg, kWh）

14 129 4.9 45.15

影響面積（m
2
） 8.7E-03 0.080 1.3E-06 1.2E-05

端材リサイクル量
（kg）

0.22 0.01 6.4E-02 2.0E-03

影響面積（m
2
） 8.0E-07 2.6E-08 4.8E-05 1.5E-06

建築廃材の廃棄 27.4 47.7

影響面積（m
2
） 2.6 4.5

燃料使用量（kg） 0.86 2.04 0.013 0.036 1.8E-04 5.1E-04

影響面積（m
2
） 0.17 0.41 0.006 0.017 1.4E-07 3.8E-07

天然ガス 石炭

原材料 土地占有 使用エネルギー

利用物質 鉄鉱石 石灰石，骨材

空地（更地）
干潟（埋立地）

・日本

製鉄所，セメント工
場，鋼材リサイクル
工場，最終処分場

木造住宅，鉄骨住
宅，木質バイオマス

発電所
電力（火力発電所）

干潟（埋立地）
・日本

木材 製材所 原油

砂漠（油田）
・サウジアラビア

海域（ガス田）
・オーストラリア

砂漠（鉱山）
・オーストラリア

土地環境・国
砂漠（鉱山）

・オーストラリア

影響面積の合計（m
2
）

原
料
採
取

セメント
（石灰石）

骨材・石材

木材

鋼材
（鉄鉱石）

製材所

セメント工場

製
造

製鉄所

住宅建設
33.25 24.08 3.09 0.25

8.54E-06 4.81 1.44 1.86E-04

使
用

住宅使用
1863.6 234.8 144.4

4.78E-04 46.9 67.4

5.9

鋼材リサイク
ル

1.2

廃
棄

住宅解体

端材のリサイ
クル（木質バ
イオマス発

電）

最終処分場

輸
送

各種輸送  
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海域への影響は，木造住宅と鉄骨住宅の天然ガスの使

用量がほぼ同様であることから，大きな差は見られず，

それぞれ173.4円，173.5円となった． 
 次に森林，干潟，海域の生態系サービスの損失による

社会的費用を算定すると，木造住宅が63,689円，鉄骨住

宅が46,384円となり，木造住宅が約17,000円程度，社会

的費用が大きい結果となった．しかし，森林の場合は伐

採後に植林をしたり，放置しても二次林などが成立する

ため，生態系サービスの損失は一過性であるのに対し，

干潟は工場等の建設によって永続的に占有されるなど生

態系サービスの損失期間が考慮できておらず，これらを

同等に取り扱っている点は今後の課題といえる． 
さらに，木造住宅と鉄骨住宅の各生態系サービスの損

失額を合計し比較した（Fig. 2）．森林，干潟，海域の生

態系サービスの項目や内容は必ずしもすべて一致するわ

けではないが，社会全体で損失する生態系サービスの機

能や価値を俯瞰的に評価するうえで重要となる． 
その結果，基盤サービスの「栄養塩循環」の損失額が

最も大きく，次いで基盤サービスの「土壌形成」が大き

い結果となった．これは基盤サービスの項目の重要度が

高く評価されたことや，製鉄所や鋼材のリサイクルセン

ターが基盤サービスを所有する干潟（埋立地）の占有に

よる影響が大きく表れた結果といえる． 
その他の生態系サービスは2,000円前後の項目が多く，

干潟も森林も大きな差はあまりみられない結果となった．

以上より，社会全体で考えた場合，基盤サービスの損失

による経済価値の損失が特に大きいことが示された． 
 
3.4. 生態系サービスの影響評価手法構築に向けた考察 
本研究では，すべてのライフサイクルにおける土地の

改変や占有に伴う土地への影響面積を推計した後，既存

研究で示された各生態系サービスの経済価値を活用し，

LCIA の評価プロセスに生物多様性・生態系サービスの

影響評価を取り込む方法を検討した．今回の評価方法の

場合，まず土地の影響面積の推計方法に関しては，既存

研究 6）7）8）9）で示されている手法などを踏襲し，インタ

ビュー調査や既存のデータ等を活用することで推計する

ことが可能であることを示した．次に，推計した単位面

 

Table 7 単位面積の生態系サービスの経済価値        Table 8 森林と干潟における各生態系サービスの損失価値の結果 

(WTP（円）・総世帯数) / (m2)

森林
(足助地区)

干潟
（一色干潟）

海域 砂漠

木材生産 93 NA ー

食糧供給 110 129 0.15 ー

水供給 131 92 ー

繊維供給 83 NA ー

燃料生産 88 114 ー

栄養供給 81 NA ー

生化学物質供給 81 83 ー

工芸材料の供給 65 NA ー

工芸品の供給 66 NA ー

遺伝資源 － 88 ー

大気質の浄化 122 NA ー

気候調節 118 91 0.38 ー

水調節 128 84 ー

土壌侵食の抑制 110 78 ー

自然災害の防護 114 81 ー

疾病の予防 105 － ー

病害虫の抑制 99 88 ー

水調整 － 94 ー

花粉媒介 106 － ー

レクリエーション 96 106 ー

ヒーリング効果 91 115 ー

環境教育 93 98 0.19 ー

神秘的価値 38 － 0.19 ー

科学研究 74 － 0.19 ー

文化遺産 84 － ー

伝統的な知識 79 － ー

審美的価値 83 112 0.19 ー

社会的関係 75 － ー

場所のセンス 75 － ー

インスピレーション 70 － ー

光合成 125 － ー

土壌形成 119 196 ー

栄養塩の循環 109 286 1.18 ー

水循環 132 － ー

種の多様性 112 128 ー

遺伝的多様性 107 118 ー

生物の生息環境 117 129 0.05 ー

絶滅危惧種の保全 116 131 ー

3495 2440 2.52 ー

供
給

調
整

文
化

基
盤

生
物
多
様
性

合計  

木造 鉄骨 木造 鉄骨 木造 鉄骨

15.3 0.66 4.06 18.0 68.81 68.83

木材生産 1425 62 NA NA 1425 62

食糧供給 1686 73 523 2319 10.3 10.3 2220 2402

水供給 2011 87 374 1657 2385 1744

繊維供給 1270 55 NA NA 1270 55

燃料生産 1355 59 464 2057 1819 2115

栄養供給 1241 54 NA NA 1241 54

生化学物質供給 1237 54 336 1490 1573 1543

工芸材料の供給 994 43 NA NA 994 43

工芸品の供給 1019 44 NA NA 1019 44

遺伝資源 - - 356 1577 356 1577

大気質の浄化 1877 81 NA NA 1877 81

気候調節 1806 78 368 1631 26.1 26.2 2200 1735

水調節 1956 85 340 1509 2297 1594

土壌侵食の抑制 1684 73 316 1400 2000 1473

自然災害の防護 1744 76 331 1466 2075 1542

疾病の予防 1616 70 - - 1616 70

病害虫の抑制 1516 66 356 1579 1872 1644

水調整 - - 380 1686 380 1686

花粉媒介 1631 71 - - 1631 71

レクリエーション 1478 64 431 1912 1909 1976

ヒーリング効果 1395 60 465 2064 1860 2124

環境教育 1419 61 398 1763 13.1 13.1 1830 1838

神秘的価値 578 25 - - 13.1 13.1 591 38

科学研究 1141 49 - - 13.1 13.1 1154 62

文化遺産 1287 56 - - 1287 56

伝統的な知識 1218 53 - - 1218 53

審美的価値 1277 55 454 2015 13.1 13.1 1745 2083

社会的関係 1146 50 - - 1146 50

場所のセンス 1151 50 - - 1151 50

インスピレーション 1079 47 - - 1079 47

光合成 1925 83 - - 1925 83

土壌形成 1828 79 794 3519 2621 3598

栄養塩の循環 1679 73 1159 5139 81.2 81.2 2919 5293

水循環 2017 87 - - 2017 87

種の多様性 1718 74 519 2299 2236 2373

遺伝的多様性 1640 71 480 2130 2121 2201

生物の生息環境 1791 78 522 2315 3.4 3.4 2317 2396

絶滅危惧種の保全 1782 77 533 2363 2315 2440

53616 2322 9899 43888 173.4 173.5 63689 46384

文
化

石灰石，骨材，木材，
製材所占有、鉱山

木造

供
給

日本

森林

合計
日本国

土地利用形態 干潟（沿岸域）

生
物
多
様
性

調
整

基
盤

合計

天然ガス

オーストラリア

ガス田（海域）

(WTP（円）・総世帯数) / (m
2
)

鉄骨

製鉄所，セメント工場，
鋼材リサイクル工場，電

力（火力発電所）

住宅種別

総影響面積（m
2
）

 
※“NA”は存在しない生態系サービスで“-”は未計測の項目
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積あたりの生態系サービスの経済価値に関しては，地域

の固有性に配慮し，想定したシナリオの場所（もしくは

近傍類似の場所）での生態系サービスの重要度および経

済価値を用いるように努めた．今回のケーススタディで

示した通り，様々な生態系サービスが存在する中で，特

に影響を大きく受ける生態系サービスの抽出なども可能

となるため，生態系サービスの種類ごとに適切な保全対

策を今後検討できる可能性がある．また，森林と干潟の

各生態系サービスの経済損失額を比較することで社会全 
 

 
Fig. 2 森林と干潟の生態系サービス別の損失額 

体として，どの生態系サービスへの影響が大きいか評価 
することが可能となり，さらには森林と干潟の生態系サ

ービスの経済損失額を合計することで，社会的費用に基

づく総合的な影響評価が可能となる． 
なお，今回は愛知県豊田市足助地区の森林や愛知県西

尾市一色干潟の経済価値の推計結果を活用しているが，

実際には非常に複雑な土地利用がなされており，どこま

で精緻にライフサイクルすべての段階で活用された土地

をリストアップし，生態系サービスの評価を行うかは， 
今後の大きな課題である．また，生態系サービスの経済

価値は CVM による推計値を活用したが，生態系サービ

スの便益を享受するエリアの世帯数などにより経済価値

も変わるため，現状では，その都度，CVM などにより

経済評価を実施し，その結果を活用して生態系サービス

の評価を実施していく必要があるため，今後はこれらの

問題の解決に向けた検討が必要となる． 
 
 
4. おわりに 
 
 本研究は木造住宅と鉄骨住宅を評価対象とし，ライフ

サイクルごとの原材料の採取や建物の占有，燃料使用量

等を基にした土地利用別の影響面積を推計するとともに，

既存の生物多様性・生態系サービスの経済評価結果を活

用し，LCIAの評価方法に取り込む方法を検討した． 
今後は土地の影響面積の推計方法に関する精緻化や，

その他の土地利用における経済価値評価の検討，より詳

細な土地利用状況や地域性などを考慮した事例研究など

を進めていく必要がある．また，評価対象の品質や性能

などに対する生物多様性・生態系サービスの経済的損失

の割合といった環境効率の面からの評価方法も今後検討

したい． 
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i) 本研究では設定条件の単純化のために，高炉のみで棒鋼

や型鋼を製造するとし，国内で発生するスクラップの再

利用は考慮せず，鉄鉱石を利用すると仮定した．今後は

これらについても検討していく必要がある． 
ii) 新築住宅の耐用年数は長寿命化に伴って30年より長くな

ってきているが，実際の取り壊しまでの年数は木俣( 2001)
では約 30 年程度，平成 8 年の建設白書では 26 年，日興

リサーチセンター(1996)では 30 年と報告されていること

から本稿では30年と設定した． 
iii) LCA では異なる製品やサービスを評価するために機能単

位を設定する必要がある。機能単位とは，対象とする製

品やサービスの機能をある単位で定量化したもので，公

平な比較をする際に重要となる． 
iv) 耐用年数は今後も検討が必要であるが，100 年，200 年，

300年と感度分析をした結果，最終的な評価結果に大きく

影響しなかったため，本稿では仮に100年と設定した． 
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Existing Life-Cycle Impact Assessment (LCIA) approach has looked around only the impact on land area by 
acquiring feedstock and occupation of factories without sufficiently addressing the importance of assessing 
ecosystem services. Therefore, the purpose of this study is to propose an assessment method for ecosystem services 
using assessment results of existing studies through a case study of wooden and steel framed house used domestic 
lumber. Thus, firstly we estimated the total impacted land area by each land use type throughout the lifecycle of both 
a wooden and a steel-framed house. We then made an inventory to quantify the economic value of ecosystem services 
by each impacted ecosystem type. As a result, we could indicate the basic outline of a future direction for evaluating 
ecosystem services comprehensively. 
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